
１１ ははじじめめにに

本研修会の目的

介護事業者新規指定前研修は、これから事業を開始する事業者の皆様が、法律や基準等を遵守

して運営するために必要な知識を深めることを目的として開催しています。

東京都（八王子市を除く。）において指定居宅サービス等事業者となるためには、「東京都指定

居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例」をはじめとする基準を満たさ

なければなりません。基準を満たさない事業所は、指定を受けることはできません。また、指定

を受けた後も基準を理解しないままサービスを提供することは、基準違反や不正請求につなが

ることになります。 
研修資料では、全サービス共通の基準についてまとめているほか、関係法令や関係通知、各種

届出方法のご案内、労働基準法の解説等、法令遵守に必要な内容を掲載しています。事業者の皆

様においては、適正な運営のために、当研修の内容を事業開始後も活用していただければ幸いで

す。 
 

行政処分事例

介護報酬の不正請求や不適正なサービス提供が疑われる場合、監査を実施します。監査の結果、

虚偽の指定申請や不正請求などの不正が判明した事業者に対しては、介護保険法第７７条及び

第１１５条の９等に基づき、指定居宅サービス事業所（介護予防を含む。）の「指定の取消し」

等の処分や「改善勧告」等の指導を行います。

◆主な処分等事例

種別 訪訪問問介介護護・・居居宅宅介介護護支支援援事事業業所所

監査実施までの

経緯

平成２６年１１月、当該事業所において実地検査を実施したとこ

ろ、適切な検討手続きを踏まえずに利用者に身体拘束を行っている

疑いがあったため、監査を実施

処分理由 【【運運営営基基準準違違反反】】

当該事業所においては、利用者に身体拘束を行う際に「切迫性」

「非代替性」「一時性」の３つの要件を満たしているか慎重に検討

することなく、主治医からの指示であるという理由により、従業者

が身体拘束を前提としたサービス計画作成及びサービス提供を行

っていた。

措置 改改善善勧勧告告

【根拠法令等】介護保険法第７６条の２第１項第３号及び第８３条の２第１項第２号

※ 居宅介護支援事業所については、平成 年度介護保険制度改正により、指定・指導の権限が

各区市町村へ移管されております。

（参考資料）

「平成２６年度 指導検査報告書」東京都福祉保健局指導監査部（平成２７年１０月）
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